
₁． はじめに
　近年，2018年台風第21号，2019年台風第15号（令和
元年房総半島台風），第19号（令和元年東日本台風）
等，台風による激甚災害が頻発しており，日本を襲来
する台風活動の活発化や東日本に接近する台風数の増
加が指摘されている（Kubota et al. 2020；Yamaguchi 
and Maeda 2020）．今後，地球温暖化の進行に伴って，
勢力の強い台風がより頻発化することが指摘されてい
る（Tsuboki et al. 2015；Yoshida et al. 2017；Knuto-
son et al. 2020；Seneviratne et al. 2021）．台風に対す
る地球温暖化の影響は2030年頃にはより顕在化し，そ
の傾向は2050年頃にはより顕著になると予想されてい

る（Hoegh‒Guldberg et al. 2018）．今後予想される台
風の激甚化とそれによる被害を軽減するためにも，よ
りいっそうの台風の予測精度の向上が求められてい
る．気象庁では「2030年に向けた数値予報技術開発重
点計画」［注1］を2020年に策定し，台風防災に関し「台風
の 3日先の進路予測誤差を現在の 1日先の誤差（約
100km）程度にまで改善する」ことを目標として掲げ
ている．この計画には2030年までの進展すべき数値予
報技術開発の目標が定められているが，その先の開発
計画は示されていない．地球温暖化が進行する今後
10～30年先までの台風予測研究を展望し，台風予測精
度向上を実現する上で必要な台風研究を遂行していく
ことが求められている．
　将来の台風予測向上に貢献すべく，2020年より共用
化されたスーパーコンピュータ「富岳」を利用した「富
岳」成果創出加速プログラム「防災・減災に資する新
時代の大アンサンブル気象・大気環境予測」（2020～
2022年度）が実施されている［注2］．また，科学技術振
興機構（JST）ムーンショット型研究開発事業「新た
な目標検討のためのビジョン策定（ミレニア・プログ
ラム）」において，将来の台風予測に関係するムーン
ショット目標候補が採択され，実現したい2050年の社
会像とそれに向けた目標達成に至るシナリオなど調査
研究が進められた［注3］．

　台風予測向上の課題に取り組む上で，大学・研究機
関と行政現業機関である気象庁との連携が求められて
おり，気象学会における定期的な大会，非静力学数値
モデル研究連絡会や台風研究連絡会等における研究会
等で研究上の情報交換が行われている．これに加えて
台風に関しては，気象庁と大学・研究機関の専門家が
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「台風診断ミーティング」や「台風事例検討会」等の会
合において定期的に情報交換を行っている．気象庁で
は2017年より「数値予報モデル開発懇談会」を定期的
に開催し，気象庁と大学・研究機関相互の研究開発課
題の創出に資する検討を進めている［注4］．

　このような状況のもと，2021年 4月15日に「今後の
台風予測研究に関する研究会」をオンラインで開催し
た［注5］．本研究会では，2050年頃までの台風予測研究
に関する現状の知見を整理し，15名の発表者からそれ
ぞれの知見に基づき，技術的・科学的進展についての
展望が示された．本報告では，本研究会における報告
およびその後のオンラインでの議論をもとに，今後30
年程度先までの台風の数値予測の向上のための課題と
予想される進展についての展望をまとめる．

₂． 台風予測の精度向上のために必要な進展の概要
　2050年に向けて台風予測の精度向上を進展させるた
めには，様々な領域で科学的，技術的進展が必要とさ
れる．台風の科学的理解，観測的実態の把握，数値モ
デルでの再現性に関して，まだこれら多くの点で不十
分さがあり，それらが現状の台風に関する予測精度の
向上の阻害要因となっている．大きくまとめると，特
に以下の項目での進展が必要である．
・ 台風のさらなる科学的理解の進展
・ より稠密・高頻度な観測の実現
・ 台風を現実的に表現することができる，より高精度
な数値モデルの開発
・ 観測と数値モデルを最適に組み合わせるデータ同化
手法の開発
・ より高性能なスーパーコンピュータの発展
　1987年 8月の米軍による航空機観測が終了した後現
在まで，観測データの入手が困難な海上における台風
の中心気圧や最大風速は間接的な方法で推定されるに
留まっている．正確な真値が得られていないことか
ら，より稠密・高頻度な直接的・間接的観測手法によ
り，台風をとりまく環境場や内部構造をより正確に観
測・監視する必要がある．こうしたデータを活用する
高度なデータ同化により，数値モデルによる予測のた
めの精緻な初期場として利用される．また観測データ
は数値シミュレーション結果の妥当性の評価のために
も利用される．
　数値モデルにおける台風予測は初期値の精度に強く
依存することから，非線形性の強い状況下で複雑なリ
モートセンシングデータを活用する高度なデータ同化

手法を用いて，高精度な状態推定を行う必要がある．
また数値モデルにより台風をより現実的に再現するた
めには，数値モデルの高解像度化や物理過程の改良・
高度化が必要である．台風が現実的に再現可能な高精
度化した数値モデルとデータ同化を，より高性能な
スーパーコンピュータ上で駆動することによって，台
風の進路・強度等の予測改善が期待される．これらの
数値モデル予測は，初期場のわずかなずれに対する依
存性・カオス性や観測の不確定性があるため，データ
同化によって推定する初期誤差を適切に反映したアン
サンブル予測による確率的な予測情報に発展させる必
要がある．こうした予測技術の発展を台風予測精度向
上に結びつける上で，台風の物理的理解，たとえば台
風と環境場との相互作用に関する科学的理解や台風の
内部構造の変化メカニズム，台風発生のメカニズムや
それに関連したスケール間相互作用についての理解の
深化等の進展が必要である．
　2050年に向けてどの程度の台風予測精度向上が要求
されるか，共通的な認識はまだ得られていない．ここ
に示す進展すべき課題は，定量的な目標を達成するた
めのものではなく，持続的な改善を得るために必要と
されるものと理解されるべきである．またそれぞれの
課題における進展目標には個別の不確実な要因がある
ため，2050年までの進展が保証されるものではない．

₃． 現状の取り組み：₂₀₃₀年代まで
　2050年頃までの台風予測の進展を俯瞰するために，
まず現状において取り上げられ，取り組みが進められ
ている2030年代までの課題を述べる．計算性能の観点
からスーパーコンピュータの今後の進展・発展を踏ま
えることで，将来の台風予測の進展を展望することが
ある程度可能となる．気象庁ではこれまで，概ね 6年
毎に25倍程度の計算性能をもつスーパーコンピュータ
に更新されてきた．このことから2030年頃に気象庁に
設置されるスーパーコンピュータは現在から 2世代先
のものになると想定される．2030年時点では，台風予
報などにおいて数日前からの見通しの予測を可能と
し，現在の 1日先と同程度の進路予測誤差で 3日先の
予測を実現することを目標としている［注1］．

　世界最高性能を誇るスーパーコンピュータ「富岳」
級のスーパーコンピュータが現業で利用可能になるの
は，2030年までには難しく，その先の2030年代中頃以
降と予想される．2020‒2022年度に実施中の「富岳」に
おける研究プロジェクト［注2］では，高解像度・大アン
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サンブルの数値予測により台風予測精度向上を目指す
試みがなされている．このプロジェクトでは日本域
1 km以下のメッシュ，全球10km程度以下のメッシュ
のメンバー数1000程度の大アンサンブルを使ったデー
タ同化による予測実験を実施し，台風の進路・強度に
関して，確率情報を付加した高精度予測の実現を目標
としている．2030年代中頃以降には，このような解像
度・アンサンブル数に準じた予測計算および確率情報
を付加した高精度予測の現業化が実現している可能性
がある．
　観測に関して，現状では海洋上の台風の観測データ
は不十分であり，人工衛星データに頼らざるを得な
い．台風の中心付近の圧力や風などの真値は実際には
知り得ず，人工衛星データを用いた経験的な手法（ド
ボラック法）で推定するのみである．台風の予測精度
を向上するためには，真値をより正確に観測する必要
があり，そのためには航空機による直接観測が要請さ
れる．しかしながら北西太平洋では，台風の強度に関
する現業的な航空機観測は行われていない．近年，名
古屋大学等の主導により，台風の眼やそれを取り囲む
壁雲内の航空機観測が実施され，その有効性が示され
ている（Ito et al. 2018；Yamada et al. 2021）．また，
台湾等の東アジア諸国をはじめとする各国の研究者と
連携しつつ，引き続き台風の航空機観測が計画されて
いる．
　地上リモートセンシング観測に関して，日本域に展
開されている気象レーダーは二重偏波気象レーダーへ
と更新されつつあり，また研究用フェーズドアレイ気
象レーダーによる豪雨・突風研究が実施されている．
2030年代においては日本に接近する台風の稠密な観測
の実現に向けて，フェーズドアレイ気象レーダー・二
重偏波気象レーダー等による最先端地上リモートセン
シング観測データを用いた研究がより増えることとな
るであろう．
　現在，台風の人工衛星観測による監視のため，静止
気象衛星ひまわりの他，低軌道衛星（全球降水計画
GPMによる降水量，GCOM‒W/GCOM‒C衛星による
雲降水分布）など観測衛星による包括的な観測が利用
されている．また台風の強度情報に直結する海上風の
把握には，高風速で飽和しない合成開口レーダー
（SAR）による偏波観測が有用である．2030年代まで
に予定されている地球観測衛星［注6］，特に EarthCARE
衛星（2023年度に打ち上げ予定），ALOS‒4衛星（同
2022年度），GOSAT‒GW衛星搭載マイクロ波放射計

AMSR3（同2023年度），AOS衛星群（もしくは ACCP
衛星群；いずれも仮称，同2030年頃）等は，台風を構
成する雲降水過程や大気海洋相互作用の検証・改良に
貢献すると予想される．現在実用化されている人工衛
星の寿命はせいぜい 5 ‒10年程度であるため，将来に
わたって継続的な人工衛星観測を立案・実現していく
必要がある．欧米中においては，マイクロ波や赤外の
サウンダ，マイクロ波散乱計といった，台風観測に
とっても重要な先進的観測技術の開発・導入を行いつ
つ，現在の現業的な気象衛星観測を維持・強化する計
画である．例えば欧州では，MetOp‒SGやMTGと呼
ばれる次世代の極軌道衛星や静止衛星シリーズにおい
て，精度や波長数，解像度など観測機能を大幅に強化
する．米国では，2030年代初頭から2050年代中頃まで
運用する次期静止象衛星 GeoXOについて現在検討し
ており，赤外サウンダや夜間可視観測を追加すること
などを目指している．日本においては，2028年頃の打
ち上げを目標にひまわり 9号後継機の静止気象衛星に
ついて検討が進められており，着実な実現が要請され
る．次期静止気象衛星では，国際的に要請される新規
センサー（赤外サウンダや雷検出装置等）の整備も進
める必要がある．加えて，マイクロ波放射計やレー
ダーによる観測を行う低軌道衛星の後継機についても
検討を進める必要がある．
　また，精緻なモデルや高度な観測に加え，これらを
最適に組み合わせるデータ同化手法が必要となる．こ
れまで実用化されているデータ同化手法は，ガウス分
布の誤差を仮定し，また観測誤差には相関がないこと
を仮定することが多い．台風で重要な降水過程は非線
形性が強くガウス分布の仮定が成り立たなくなるほ
か，密なリモートセンシングデータには観測誤差に空
間相関があるため，これらを考慮した新たなデータ同
化手法の検討が必要である．このように非ガウス分
布，観測誤差相関を考慮すると，計算量が大幅に増加
するため，高性能スーパーコンピュータの活用が必須
となる．次節であげる台風の客観解析とシームレス予
報を実現するための基礎研究も求められる．

₄． ₂₀₅₀年頃を目標とした台風予測の精度向上の
ための課題

　現状の科学的・技術的な取り組み，および今後の科
学技術上の進展を踏まえ，2050年頃を目標とした台風
予測の精度向上のための課題を項目ごとに展望する．
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₄.₁　スーパーコンピュータ
　台風の予測の中核となる高精度な数値シミュレー
ションによる予測の実現のためには，高性能なスー
パーコンピュータが着実に進展している必要がある．
逆にいえば，今後のスーパーコンピュータの性能の進
展により，2050年頃に可能な数値シミュレーションの
スペックが予想される．従来からの延長で考えた場
合，2030年代中頃から2050年までの15年の間に，現業
システムは 2，3世代更新し，最大25×25×25＝15625
倍程度の計算性能の向上を見込むことができる．ただ
し，スーパーコンピュータの今後の発展については以
下の懸念がある．
　スーパーコンピュータの今後の発展に関して，今後
は従来からの外挿での技術の進展は難しくなることが
予想される．計算機コミュニティでは「富岳」の次期
を見据えたスーパーコンピュータの検討が進められて
いるが，従来の汎用 CPUのみを用いたシステムの性
能向上には限界が指摘されている．このため，計算資
源の向上が従来の延長通りに進展しない可能性に留意
して，今後の展望を考える必要がある．また，メモリ
性能や電力等の制約要因等から，新時代のコンピュー
タが従来と異なる方向性で進化する可能性もあり，こ
のような状況に適合して性能が出せるよう，数値モデ
ルの方も変革が迫られる．画像処理装置（GPU）等の
多様なアーキテクチャに対応できるように，数値モデ
ルのプログラムをドメイン特化言語（Domain‒Specific 
Language，DSL）で構築し直す等の開発も必要であ
る．計算性能に加えて入出力性能の性能強化が必要で
あり，莫大な計算出力を格納可能なストレージの拡張
を念頭に置く必要がある．
　さらに，量子コンピュータやニューロモーフィック
コンピュータのような，これまでとはコンセプトの大
きく異なるコンピュータを数値シミュレーションの精
度向上に活用する道についても，検討を進めることが
期待される．これらのコンピュータを用いて数値シ
ミュレーションの全体を実行するためには，数値モデ
ルの設計思想を大幅に変える必要があり，開発は大変
困難なものになると予想される．しかし，数値シミュ
レーションの一部を大幅に加速する可能性があり，機
械学習技術とも組み合わせた継続的な利用検討を行う
べきであると考える．欧州中期予報センター（ECMWF）
では2030年までの戦略目標に量子コンピューティング
技術等の活用を掲げており，2020年には Atos社と共
同で人工知能（AI）・量子コンピューティングに関す

る研究拠点を設立している．
　このように，用いるコンピュータが複雑化していく
中で，モデル開発のためにより計算科学的な素養を有
する研究者を育成する必要がある．また，もともと情
報科学に関する専門性をもった人材を気象学以外の分
野から引き入れ，協働していく努力も必要である．

₄.₂　科学的理解の進展
　台風の科学的理解については現在でも課題であり，
特に2030年代前後で線引きがなされるものではない
が，今後の計算資源の向上・期待される観測の充実に
よって進展が促進される可能性がある．
　台風の進路，強度変化の予測向上には，それらの力
学的な機構の解明が必要不可欠である．気象学におけ
る力学機構の解明には，現象の稠密な観測，数値モデ
ルによるシミュレーション，そして地球流体力学に基
づく理論，これらが強力なツールとして役割を果たし
てきた．しかし，強度変化と密接に関係する台風の壁
雲の形成，急発達（rapid intensification），多重壁雲，
壁雲交替（eyewall replacement）等は現象の時間ス
ケールが 1日以内，空間スケールが100km以下であ
る．後述するようにこれらの現象を捉えるためには現
在よりはるかに高頻度，高解像度な観測，シミュレー
ションが必要となる．さらにこれらの現象の発生機構
は台風周辺の環境場（大きな時空間スケールの過程）
と個々の積乱雲（小さな時空間スケールの過程）が互
いに非線形的に相互作用するため，従来の線形論的な
枠組みでは完全な理解が困難である．急発達や眼壁の
形成に関しては，台風の循環中心周辺で不規則に発生
する対流バースト（対流圏界面まで到達する持続的な
上昇流）が重要と考えられているが，その発生場所や
発生条件の特定にはまだ至っていない．この課題を克
服するには，対流の駆動源となる海面水温（海洋表層
水温も含む）や地表から高度 1 km程度までの境界層
内の気流，水蒸気，温度の高密度な直接観測が必要と
なる．また，リング状の積乱雲群である壁雲を同心円
状に複数有する多重壁雲構造は，外側壁雲の形成に対
する統一的な機構がまだ解明されておらず，内側壁雲
の消失（壁雲交替）に至る機構も複数のシナリオが提
案されている状況である．これらの課題を克服するに
は，台風中心から外側の強風半径までをカバーする高
密度な 3次元気流場，温度場，水蒸気場の観測が必要
となる．次項で詳述するように，これらの高密度な観
測データと各現象の力学機構の知見は，将来の台風強
度に対する数値モデルの改良に大きく貢献することが
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期待される．
　すでに存在している台風についての予測だけではな
く，今後発生するであろう台風についての予測を可能
とする研究開発も必要である．このことにより数日を
超えるリードタイムでの防災情報に資するだけでな
く，台風季節予報の実現や気候変動・変化に伴う台風
活動の変化予測の高精度化にもつながる．そのために
は台風発生についての科学的理解のさらなる深化が必
要である．台風の発生には，偏東風波動やいわゆる
TD型擾乱といった何らかの前駆擾乱が寄与している
ことは間違いないが，すべての前駆擾乱が台風へと発
達できるわけではない．そのため，前駆擾乱が台風へ
発達するにはどのような要因が決定的に働いたのかを
理解することが求められる．特に発生前にしばしば観
測される対流バーストや対流活動の結果生じるコール
ドプールの役割，中層渦の役割の理解が求められる．
新しい観測技術や高度なデータ同化，機械学習などと
いった解析手法の活用はこれらの理解を助け得るだろ
う．加えて，台風の発生頻度は様々な時間スケール（数
週間程度の季節内や年々）で変動するが，それは平均
場の変動によって起こされているのか，前駆擾乱の活
動度の変動よって起こされているのか，もしくは前駆
擾乱の台風への発達割合の変動によって起こされてい
るのかは理解されているとは言い難い．前駆擾乱の発
生やその台風への発達をうながす環境場形成には，
ENSO（エルニーニョ・南方振動）や季節内変動といっ
た熱帯域の大気海洋大規模変動だけでなく，成層圏突
然昇温や亜熱帯ジェットでのロスビー波の砕波といっ
た，中高緯度の大規模変動の影響が指摘されている．
これらの大規模変動はそれぞれ独立ではないため問題
が複雑ではあるが，大規模スケールから，前駆擾乱，
個々の対流スケールまでを解像できる高解像度全球モ
デルを用いた大規模アンサンブル気候実験が実現すれ
ば，この問題解決へのブレークスルーとなり，台風季
節予測や地球温暖化による台風活動の変化の理解へと
つながりうる．

₄.₃　数値モデルの開発
　台風の強度予測には，台風の中心付近の雲，すなわ
ち眼壁の数値的再現性が必須であり，現状ではまだま
だ不十分である．特に強度変化に影響する急発達，眼
壁の生成，多重眼壁，眼壁交替の予測のためには，積
乱雲が陽に解像可能な水平メッシュ（km程度以下）の
数値モデルが必要とされている．モデルの高解像度化
に伴い，力学的な数値スキームの精緻化，雲微物理や

乱流，放射等の物理過程の精緻化が必要である．さら
に，従来の km程度の解像度による気象モデルでは，
レイノルズ平均によって扱われる乱流が，より高解像
なモデルではその一部が直接解像されるようになって
きている（Large Eddy Simulation, LES；Ito et al. 
2017）．また台風は，対流の駆動源となる海面水温を大
きく変動させるだけでなく，海面形状の変化や波しぶ
きの発生などによって，台風に特有の大気海洋相互作
用の物理プロセスがはたらくため，これらの理解を進
展させるとともに，大気・海洋・波浪などを結合した
モデルの高度化等が求められる．2050年では現在より
もはるかに高解像化された数値モデルを用いて，高精
度な台風強度予測が実施されていることが期待され
る．この実現には，従来の気象モデルにおける力学，
物理スキームの改良，LESのような新しい枠組みの導
入，そして大気と海洋・陸面等の相互作用（結合モデ
ル）の検討と改善が必要である．
　実際のモデル改良では，数値モデリング技術や知見
の集積，現状の科学的課題を正確に理解する必要があ
る．さらに，数値モデルの結果を，実際の観測データ
によって検証し，その相違を改善するための科学的な
検討が必要になる．台風の強度変化の予測向上のため
には，台風の内部構造の力学の理解の進展が必要であ
り，台風の進路の予測向上のためには，台風と環境場
の相互作用の理解の進展，環境場自体の変化の精度向
上が必要である．
　上記の研究は個々の台風を対象とした領域スケール
のシミュレーションであれば，現状の計算資源で研究
が可能である．高解像度の数値シミュレーションと包
括的な観測データの利用による研究を促進する必要が
ある．一方，台風の進路予報については大規模場との
相互作用が重要であり，全球モデルの利用を念頭に置
く必要があるが，環境場との相互作用などに伴う台風
中心付近の対流活動の偏りも進路に一定の影響を及ぼ
すため，高解像度化や物理過程の精緻化も重要である．
　台風の数日先の予測はいまだに不確実性が大きく，
特に強度変化の予測に関して，数値モデル予測の精度
向上にはまだまだ課題がある．台風中心付近の眼壁や
アウターレインバンドは kmスケールのメソ対流に
よって構成される一方で，太平洋高気圧や中緯度トラ
フ等の大規模場によって台風の進路が規定される．高
精度な予測のためには，台風の内部構造から大規模循
環のスケールまでを表現可能な高解像度の広域～全球
数値モデルが必要であり，不確実性を含めての予測情
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報のためには多数のアンサンブル実験が必要である．
データ同化においても，対流スケールから大規模ス
ケールのマルチスケールの誤差構造を考慮するには，
多数のアンサンブルが必要となる．これらの目標の達
成のため，数値モデルの性能として「 1 kmメッシュ
の全球の1000アンサンブル」を設定する．解像度・ア
ンサンブル数は，今後の研究の進展によって具体的に
定まるので，ここでは目安として仮の値として設定す
る．スーパーコンピュータの今後の進展については，
前項で述べたように懸念があるが，ここでは最大の向
上が見込まれる場合を想定したい．水平解像度が10倍
になると，必要な計算資源は1000倍であるとされる．
2030年代中頃に水平解像度10km，100アンサンブル数
が実現されているとすると，順調に計算資源の向上が
進むのであれば，2050年頃に「 1 kmメッシュの全球
の1000アンサンブル」は現実的な目標として設定可能
である．週スケールを超える予測には少なくとも大気
と海洋とを結合した全球モデルが必要となってくる．
北西太平洋域は，ENSOや季節内変動に伴い，モン
スーントラフが変動し台風活動に影響しているとされ
る．また，亜熱帯ジェットの蛇行によっても台風活動
が影響されている．このように数多くの大気海洋シス
テムの内部変動の影響を受けるため，季節スケールの
台風予測スキルは北東太平洋などと比べて低いとされ
ている．それにもかかわらず，Takaya et al.（2021）は，
50メンバー程度のアンサンブル予測により， 1年先ま
での台風活動に影響するアジアモンスーンの予測に成
功しており，モデルの高解像度化や大アンサンブルに
よって，台風活動の予測も可能となることが期待され
る．2050年頃には大気は 1 km，海洋は渦解像できる
0.1度で100メンバーの季節スケールのアンサンブル予
測が可能となっている可能性がある．雲解像スケール
での大気海洋結合シミュレーションは，現時点では，
下層雲が少なく，全球の放射収支が合わないなどの課
題がある．
　上記の数日～週～季節スケールの台風予測のための
1 kmメッシュ程度以下で実行可能な全球非静力学モ
デルの開発を進めていく必要がある．実際，現在進行
中の「富岳」を利用した研究プロジェクト［注2］［注7］等
でモデルの精緻化・高度化に向けた開発が精力的に行
われている．世界気候研究計画が推進している灯台活
動（Light House Activity；2019‒2028年）［注8］の一つ
“Digital Earths”によっても，高解像度全球モデル開
発研究推進の後押しとなっている．

₄.₄　観測
　予測の向上には，近年質・量ともに発展が著しい衛
星データを活用することが必要である．台風の人工衛
星観測による監視のため，静止気象衛星ひまわり等の
多くの観測衛星による包括的な観測が利用されてお
り，今後も継続的に人工衛星観測を継続する必要があ
る．特に，台風の現業的な監視には，静止気象衛星ひ
まわりが最重要な役割を果たしており，将来も安定的
に観測を継続する必要がある．また，台風の静止気象
衛星による常時監視のためには，国際的な静止気象衛
星観測網の構築・維持が必要である．その上で，科学
的理解の進展や社会的要請，モデルやデータ同化技術
の高度化を踏まえながら，解像度・頻度・精度の高度
化や観測波長や測器の多様化を進める必要がある．
　ひまわりに加え，台風の定常的・詳細な観測のため，
低軌道衛星や小型衛星による観測網の維持や高度化も
必要である．特に風，水蒸気，気温，雲降水の鉛直分
布情報や海上風情報を得るため，アクティブあるいは
パッシブセンサを用いた観測体制について国際連携を
進めながら構築する必要がある．例えば高風速の海上
風速を観測することが可能な SAR搭載衛星の増加や
リトリーバル法の向上が求められる．また台風環境場
の鉛直構造を把握するため，大気上層の水平風の鉛直
プロファイルを観測できるドップラー風ライダーやサ
ウンダによる高頻度観測が有用である．これらは晴天
域や雲頂付近でしか観測できないため，ドップラー
レーダー等による雲降水域での水平風・鉛直風の衛星
観測も望まれる．これらの衛星観測は2030年代までに
部分的には実現されるが，複数衛星を用いて十分な観
測頻度と観測領域を担保し継続的に観測する体制の構
築が重要となる．
　衛星によるリモートセンシングの確立，向上には，
現場観測による校正と検証が欠かせない．海上で発達
する台風の観測には航空機観測が必要である．しか
し，現状では，北西太平洋域では現業機関による台風
の航空機観測は実現されておらず，将来の現業的な実
施計画も存在しないため，今後も大学・研究機関が連
携して研究的に航空機観測を進める必要がある．日本
に接近する台風全てについて航空機観測をするのであ
れば，毎年 4億円程度の経費が必要と見積もられ，こ
のような経費の獲得・負担が大きな課題である．また，
台風の航空機による観測は観測者にかかる負担が大き
いため，無人航空機・無人観測船による新しい観測手
法の検討を進める必要がある．2050年に向けて，前半
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では大学・研究機関の連携により台風の航空機による
研究的なアプローチでより継続的な観測を実現する必
要がある．後半，さらに将来に向けては，無人航空
機・無人観測船による観測手法の研究を進め，台風中
心の現業的な観測の実現に向けて検討を進める必要が
ある．
　日本に接近する台風の稠密な観測のため，高解像度
高頻度のレーダー網による地上リモートセンシング観
測，特にフェーズドアレイ気象レーダー・二重偏波気
象レーダーの全国の稠密な展開および現業的利用が期
待される．台風の現状監視のためには日本域周辺だけ
でなく，今まで観測が手薄であった日本南方の小笠原
等の離島での観測等，観測網の拡大も視野に入ってく
ることが望まれる．これら地上リモートセンシング観
測データは，台風の内部構造の詳細監視のために直接
利用される他，数値モデルの雲降水過程の検証・改良
およびデータ同化による台風内部構造の客観解析のた
めに必要不可欠である．台風に伴う暴風，豪雨の高精
度な面的分布は防災・減災に資するだけでなく，社会
における様々な産業への利用に貢献することが期待さ
れる．
　観測データは，データ同化を通じた数値予測精度向
上以外にも，台風予測精度向上に直接的・間接的に利
用する枠組みがある．その例としては，台風強度解析，
台風中心位置解析，各種ガイダンスなどが挙げられ
る．これらの枠組みについても，既存のアルゴリズム
の改善や機械学習の活用などで，新時代の観測データ
の価値を最大限に引き出すように様々なシステムを設
計することが望まれる．

₄.₅　客観解析
　上述したように，現状では海洋上の台風の観測デー
タは不十分であり，台風の予測精度を向上するために
は，真値をより正確に観測する必要がある．台風の強
度推定は現在ドボラック法を中心に行われているが，
誤差が大きいことが知られている．そのため，予報結
果の検証にも支障がある．ドボラック法を各種のデー
タで経験的に補正するという現在のベストトラック
データ作成法は客観性も乏しい．この問題を解決する
には，質・量ともに発展が著しい衛星データを活用し
て，データ同化によって強度，構造を推定するように
転換することが必要であろう．ただし，データの継続
性，気候モニタリングの観点から，ドボラック解析の
実施を継続すべきである．
　台風の強度・構造を客観解析によって把握できれ

ば，予報の初期値としてシームレスに利用可能とな
る．客観解析により，多様な台風の構造を反映できる
ので，予報の改善も期待できる．そもそも，客観解析
による予報サイクルは，現代の数値天気予報の根幹で
ある．その中で残る最後の未対応領域が，台風の強
度・構造推定と台風予報の初期化である．台風の内部
構造を再現するためは，高解像度かつ高頻度（数
100m，5分程度）での時空間分布をより正確に把握す
る必要があり，人工衛星観測，航空機観測，船舶観測，
地上観測を統合的に利用する必要がある．台風の客観
解析の実現には，克服すべき課題が多い．既存のベス
トトラックを真値とみなすことができないので，航空
機の直接観測による検証が欠かせない．つまり，ドボ
ラック法が確立される過程で行われたような研究を，
データ同化について繰り返す必要がある．これは大き
な課題であり，多くの研究者と現業機関の協力が必要
である．
　数値モデルにおいては，雲・降水過程の表現の不確
定性が大きいため，様々な観測，特にリモートセンシ
ングデータを制約条件として利用することで，台風の
雲物理構造を検証・改善・精緻化する必要がある．台
風の客観解析を実現するために必要な，モデルバイア
ス低減のためのパラメタ調整は，モデルの向上にも役
立つであろう．
　データ同化手法の更なる向上も必要である．特に台
風を構成する雲や降水に関するデータ同化は，非線形
性に起因する非ガウス分布の誤差や，モデル変数と複
雑な関係を持つ観測量，また密なリモートセンシング
データの観測誤差の空間相関などが重要となり，これ
らに対応した新たなデータ同化手法が必要となる．ま
た，効果的な確率予報のためのアンサンブル予報に
は，データ同化によって初期誤差を適切にサンプルし
た初期アンサンブルを与える必要がある．台風を構成
する個々の対流や雲システムから，台風の進路を左右
する指向流まで，マルチスケールで最適なデータ同化
手法が必要である．
　客観解析技術の改善は，数値予測精度の向上だけで
なく，長期再解析データの品質向上にも貢献すること
が考えられる．長期再解析を高解像度データ同化シス
テムで実施することにより，台風の構造や強度の長期
変化傾向を確認でき，高解像度大気海洋結合データ同
化システムを用いることで，台風と，大気と海洋の双
方の密接な関係についてもより正確に把握することが
できる．これにより地球温暖化が台風活動に与える影

今後の台風予測研究に関する展望 291

2022年 5月 47



響等，台風の気候学的な特性を正確に定量化でき，理
解がより深まることが期待される．

₄.₆　防災
　これまで述べてきた台風予測の高精度化は，人々の
生命・財産に対する被害軽減に貢献することが目的で
あることを忘れてはならない．気象現象を予測するだ
けにとどまらず，被害軽減を予測の目的とする考え方
をインパクトベース予報と呼び，世界気象機関ではこ
れを推進し（World Meteorological Organization 
2015），気象庁でも“危険度分布”（太田・牧原　2019）
として洪水，浸水，土砂災害に対するリスク情報を提
供している．インパクトベース予報の実現には，気象
現象と災害被害との間に河川や山・崖，ダム，自治体，
住民など様々なプロセスがあることを理解する必要が
ある．“危険度”ではこのようなプロセスをある程度は
陽に，一部は陰に考慮している．具体的には，降水短
時間予報に対して水文モデルを結合し，これらの災害
をリアルタイムで予測計算している．さらに計算結果
に基づくリスクの基準については，過去の災害履歴を
もとに自治体と協議を行って毎年，更新される．前者
の水文モデルによって物理的な災害発生プロセスが考
慮され，後者の基準値更新によりハード・ソフト面で
の防災対策の進展が反映されている．将来的に望まれ
る impact‒based forecastシステムとは，水文・土木学
の知見を取り込んだ気象災害を直接予測していくシス
テムであり，さらに心理学，社会科学，自治体等との
協同による効果的な減災を実現するシステムである．
特に後者について陽に（動的に）考慮するシステムは
開発・利用が緒についたところであり，発展が望まれ
る．今後，ハード的な防災対策は増々難しくなると考
えられるので，我々気象学者が関連する学術分野やス
テークホルダーと協力してソフト的に防災技術を進展
させていく必要がある．

₅． 横浜国立大学台風科学技術研究センターにつ
いて

　今後の台風予測研究の議論と並行し，今後の台風予
測研究の重要性を鑑み，横浜国立大学先端科学高等研
究院に「台風科学技術研究センター」が2021年10月に
設立された［注9］．本センターでは，台風の科学研究・
応用研究を推進するため台風研究者を全国から招聘
し，オールジャパンの研究体制を組む予定である．特
に，これまでムーンショット型研究開発事業ミレニ
ア・プログラムにおける筆保弘徳チームリーダー課

題［注3］のもとで検討が進められてきた研究を引き継ぐ
形で，台風観測研究，台風予測研究，台風応用研究（台
風による発電開発等），社会実装課題検討を推進する
こととなっている．また，将来の台風の制御技術の検
討についても本センターにおいて進める予定である．

₆． まとめ
　本稿では，2050年までを展望し，台風予測研究の課
題・今後予想される研究の展望をまとめた．今後の地
球温暖化の進行とともに激甚化が予想される台風の襲
来に備えて，多くの研究課題が列挙された．限られた
人材，研究資源，資金を有効に利用すべく，大学・研
究機関・現業機関が連携し，研究課題を共有すること
で，予測精度向上の取り組みを進める必要がある．横
浜国立大学に新設された台風科学技術研究センター
は，このような取り組みを推進するためのプラット
フォームとなり得る．台風被害軽減のためには高精度
な予測の向上に加えて，防災的な観点からの対策・避
難等社会的取り組みも並行して進める必要がある．ま
た，研究や防災に関わる次世代の人材の育成が急務で
ある．
　防災という観点からは気象学によるデータ同化・シ
ミュレーション技術の進展だけでは不十分であり，水
災害を扱う水文学との連携，さらに予測情報を減災行
動に結びつける社会科学・心理学との連携が必要であ
る．
　台風予測研究の推進のためオールジャパンで研究を
推進する連携を進め，諸課題を克服する必要がある．

略語一覧
ALOS‒4: Advanced Land Observing Satellite‒4　陸域観
測技術衛星 4

AMSR3: Advanced Microwave Scanning Radiometer 3　
高性能マイクロ波放射計 3

AOS: Atmosphere Observing System　大気観測システム
ACCP: Aerosol and Cloud, Convection and Precipitation　
エアロゾル・雲・対流・降水観測システム

AI: Artificial Intelligence　人工知能
CPU: central processing unit　中央処理装置
DSL: Domain‒Specific Language　ドメイン特化言語
EarthCARE: Earth Clouds , Aerosols and Radiation 

Explorer　雲エアロゾル放射ミッション
ECMWF: the European Centre for Medium‒Range 

Weather Forecasts　欧州中期予報センター
ENSO: El Niño‒Southern Oscillation　エルニーニョ―南

今後の台風予測研究に関する展望292

〝天気〞 69．5．48



方振動
GeoXO: Geostationary Extended Observations　（米国の）
次期静止象衛星

GCOM‒W: Global Change Observation Mission‒Water　
水循環変動観測衛星

GCOM‒C: Global Change Observation Mission‒Climate　
気候変動観測衛星

GOSAT‒GW: Global Observing Satellite for Greenhouse 
gases and Water cycle　温室効果ガス・水循環観測技術
衛星

GPU: Graphics Processing Unit　画像処理装置
GPM: Global Precipitation Measurement　全球降水観測
JST: The Japan Science and Technology Agency　国立
研究開発法人 科学技術振興機構

LES: Large Eddy Simulation　ラージエディシミュレー
ション

MetOp‒SG: Meteorological Operational‒Second Genera-
tion　（欧州の）第 2世代現業気象衛星

MTG: Meteosat Third Generation　（欧州の）第 3世代（静
止）気象衛星

TD: tropical depression　熱帯低気圧性
SAR: synthetic aperture radar　合成開口レーダ

後　注
［注 1］気象庁「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」
　https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tecdev/nwp_ 

strategic_plan_towards_2030.html（2021.12.25閲覧）
　台風防災についての記述：「台風の接近に伴う大雨など
の予測精度を向上し，伊勢湾台風やカスリーン台風に匹
敵する台風などがもたらす災害に対して，広域避難に関
する数日前からの防災行動を確実に実行することを可能
にする．短期的には，顕著な災害の発生する可能性があ
る場合に，流域雨量や高潮に関する詳細な予測情報を新
たに作成する．また長期的には，台風の 3日先の進路予
測誤差を現在の 1日先の誤差（約100km）程度にまで改
善する．また，梅雨前線の停滞などに伴う 3日先までの
雨量予測精度を大幅に改善することを目指す．」

［注 2］2020年度「富岳」成果創出加速プログラム「防災・
減災に資する新時代の大アンサンブル気象・大気環境予
測」（佐藤正樹課題責任者）成果発表会の資料が一部公開
されている．
　https://cesd.aori.u-tokyo.ac.jp/fugaku/（2021.12.25閲
覧）

［注 3］科学技術振興機構（JST）ムーンショット型研究開
発事業では「新たな目標検討のためのビジョン策定（ミ
レニア・プログラム）」として，「2050年までに，台風の

「脅威」を「恵み」に変換し資源活用することで安心かつ
安定した持続可能な社会を実現」（筆保弘徳チームリー
ダー），「2050年までに，気象を制御し，豪雨や台風など

の気象災害の恐怖から解放された社会を実現」（三好建正
チームリーダー）の課題が採択された．
　https://www.jst.go.jp/moonshot/program/millennia/

index.html（2021.12.25閲覧）
　両課題提案を基に，総合科学技術・イノベーション会議
において，新たなムーンショット目標 8として「2050年
までに，激甚化しつつある台風や豪雨を制御し極端風水
害の脅威から解放された安全安心な社会を実現」が決定
した（2021年 9月28日）．
　https://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihui057/haihu-

057.html（2021.12.25閲覧）
［注 4］気象庁数値予報モデル開発懇談会．以下サイトか
ら，過去の議事資料が入手できる．
　ht tps ://www . jma .go . jp/jma/k i shou/sh ing ika i/

kondankai/suuchi_model_kondankai/suuchi_model_
kondankai.html（2021.12.25閲覧）

［注 5］「今後の台風予測研究に関する研究会」概要
　開催日時：2021年 4月15日（木）13：00‒17：00オンライ
ン開催
　趣旨・目標：2050年までの台風予測研究の展望について
議論する．2030年までの現業センターでの台風予測計
画，「「富岳」成果創出加速プログラム」課題における取
り組みを踏まえ，2050年までの台風予測の展望を議論す
る．台風予測向上のための基礎研究・基盤研究の網羅的
な議論，必要な観測についての展望，富岳・ポスト富岳
を踏まえた必要な計算資源についての見通し等の多角的
な観点から，2050年頃における台風予測のあるべき姿を
議論する．
　発表：
　佐藤正樹（東京大学）：はじめに　「富岳」成果創出加速
プログラム課題での狙い

　佐藤芳昭（気象庁）：2030年までの台風予測関連の数値予
報技術開発重点計画

　八代　尚（国立環境研究所）：気象シミュレーションモデ
ル開発と計算機に関する近年の動向

　伊藤耕介（琉球大学）：台風予報のボトルネック
　筆保弘徳（横浜国立大学）：タイフーンショット計画～

2050年までに台風の「脅威」を「恵み」に！～
　三好建正（理化学研究所）：台風のためのデータ同化研究
と制御可能性への展望

　川畑拓矢（気象研究所）：2050年における台風防災に向けて
　坪木和久（名古屋大学）：台風の人工制御に向けた検討：
航空機観測

　堀之内　武（北海道大学）：台風の強度・構造推定の将来
について

　岡本幸三（気象研究所）［嶋田宇大代理発表］：衛星観測
を用いた台風予測研究

　山口宗彦（気象研究所）：台風インパクトベース予報に向
けて
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　中野満寿男（海洋研究開発機構）：台風季節予測実現に向
けて　あるいは「あなたの季節予報」実現に向けて

　和田章義（気象研究所）：2050年までの台風予測研究の展
望　大気海洋相互作用

　金田幸恵（名古屋大学）：大気海洋相互作用と台風予測研究
　辻野智紀（北海道大学）：台風内部コア力学―多重壁雲に
関する課題―

［注 6］2030年代に運用されている米国や欧州の静止気象衛
星や，欧州の現業的な低軌道気象衛星の計画について以
下に記載されている．
　https ://www .nesdis .noaa .gov/next -generat ion- 

satellites/geostationary-extended-observations-geoxo
（2021.12.25閲覧）
　https://www .eumetsat .int/our-satellites/meteosat- 

series?sjid=future（2021.12.25閲覧）
　https://www.eumetsat.int/our-satellites/metop-series? 

sjid=future（2021.12.25閲覧）
［注 7］科学研究費学術変革領域研究（B）「DNA気候学へ
の挑戦」
　https://dna-climate.org/（2021.12.25閲覧）
［注 8］世界気候研究計画　灯台活動
　https://www.wcrp-climate.org/lha-overview（2021.12. 

25閲覧）
［注 9］横浜国立大学台風科学技術研究センター
　https://trc.ynu.ac.jp/（2021.12.25閲覧）
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